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表紙

上記の事項につきましては、法令及び定款第16条の規定に基づき、書面交付請求
をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載
を省略しております。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆

様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りい
たします。

第201期定時株主総会の招集に際しての

電子提供措置事項

・事業報告

「会社の体制及び方針」

・連結計算書類

「連結株主資本等変動計算書」

「連結注記表」

・計算書類

「株主資本等変動計算書」

「個別注記表」

第201期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）

秩父鉄道株式会社
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会社の体制および方針

会社の体制及び方針
(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の

適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
① 取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社は、「秩父鉄道グループコンプライアンス指針」及び「コンプライアンス規
程」に基づき、ＣＳＲ委員会が中心となり取締役及び従業員が法令、定款その他社内
規程等を遵守した行動をとるための体制をとる。また、コンプライアンス・ホットラ
インを利用した「内部通報制度」により通報者の保護を図るとともに、的確な対応を
とる。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項
　当社は、取締役会、経営会議等の重要な会議の議事録については、「取締役会規
程」｢経営会議規程」等に従い、また、稟議書その他取締役の職務の執行に係る文書
は、「稟議規程」｢文書保存規程」等に従い適切に保存・管理を行う。取締役及び監査
役は、常にこれらの文書を閲覧できるものとする。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社は、「リスク管理規程」に基づき、ＣＳＲ委員会・運転事故防止対策委員会等
において重大なリスクの未然防止や極小化を行う体制をとる。
　また、緊急を要する事項については、迅速かつ適切な対応を行い、損害の拡大を防
止し、損失を最小限に止める体制をとる。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、「職制」及び「付議・報告基準」に定める各職位の基本的な職能及び相互
関係、決裁基準等により、組織的かつ効率的な業務執行を図るとともに、経営上重要
な事項については、「取締役会規程」「経営会議規程」に定める取締役会及び経営会
議において十分に審議のうえ慎重に決定する。また、経営計画、予算管理により目標
実現に注力する。

⑤ 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
　子会社との関係については、「関係会社管理規程」に基づき、子会社に関する適切
な経営管理が行える体制をとる。また、子会社の取締役又は監査役を当社より派遣
し、派遣された取締役は子会社の取締役の職務の執行を監視・監督し、派遣された監
査役は子会社の業務執行状況を監査する。
　なお、子会社に対する具体的な体制は次のとおりとする。
(ｲ)　子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

当社が定める「関係会社管理規程」に基づき子会社の経営内容を的確に把握す
るため、グループ会社連絡会を定期的に開催し報告を受け、また、必要に応じて
関係書類等の提出を求める。
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会社の体制および方針

(ﾛ)　子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社及び子会社全体のリスク管理について定める「リスク管理規程」に基づき

当社及び子会社のリスクを網羅的・統括的に管理する。
(ﾊ)　子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

子会社の経営の自主性及び独立性を尊重しつつ、当社子会社経営の適正かつ効
率的な運営に資するため、「関係会社管理規程」に基づき、子会社の経営機能が
十分機能し安定した経営が確立できるよう支援する。

(ﾆ)　子会社の取締役等及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制
　「秩父鉄道グループコンプライアンス指針」及び「コンプライアンス規程」に
基づき、ＣＳＲ委員会が中心となり子会社の取締役及び従業員が法令、定款その
他社内規程等を遵守した行動をとるための体制をとる。また、コンプライアン
ス・ホットラインを利用した「内部通報制度」により、通報者の保護を図るとと
もに、的確な対応をとる。

⑥ 財務報告の適正性を確保するための体制
　当社は、連結財務諸表等の財務報告を適正に行うために必要な体制をとる。

⑦ 監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に
関する事項
　当面は社内部門の兼務者が監査役の職務を補助する。監査役会から専任者の配置を
求められた場合には、監査役会の意向を尊重して取締役との間で協議する。

⑧ 前号の当該従業員の取締役からの独立性に関する事項及び指示の実効性の確保に関す
る事項
　監査役の職務を補助する従業員に対しては、その人事異動・評価については、監査
役会の意見を求め、尊重するものとする。また、監査の実効性を高め、かつ監査業務
を円滑に遂行するため補助する体制を確保する。

⑨ 取締役及び従業員が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体
制
　当社は、監査役が経営に関する重要な会議に出席し、取締役等から職務の執行状況
の報告を受けることができる体制をとる。また、取締役及び従業員は、当社及び子会
社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見した場合には、監査役に報告する。
　なお、当該通報、報告をしたことを理由として不利益な取り扱いを受けないものと
する。

⑩ その他、監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
(ｲ)　当社は、監査役に対し、重要な決裁書類を供覧し、監査役がいつでも経営情報を

はじめとする各種の情報を取得できる体制をとる。また、当社は、監査役が代表
取締役と定期的に意見交換を行うとともに、監査役が会計監査人と意見及び情報
の交換を行う場を提供する。
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(ﾛ)　監査役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等の請求をしたとき
は、担当部門において審議のうえ、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の
職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、速やかに当該費用又は債務
を処理する。

⑪ 反社会的勢力排除に向けた体制
　当社は、反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨み、反社会的勢力の活動を助
長する一切の関係を拒絶するとともに、総務部門を担当部門として、所轄警察署や外
部機関等との関係を強めていく。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
① 当社並びに子会社の役員及び従業員に対して、ＣＳＲ委員会・グループ会社連絡会を

開催（当事業年度各４回）し、コンプライアンス意識の浸透を図っております。ま
た、コンプライアンス・ホットラインの内部通報に対しては、適宜的確に対応してお
ります。

② 内部監査室において、金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制の有効性の評
価を実施し、当事業年度において重大な違反は見当たらず、内部統制システムは適切
に運用されております。

③ 当社及び子会社の事業報告については、定期的に当社取締役会のみならずグループ会
社連絡会等で報告がなされ、改善が必要な課題や問題点が生じた場合には適時関係部
署への指示を行っております。

(3) 会社の支配に関する基本方針
　該当する事項はありません。
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連結株主資本等変動計算書

（ 2023年４月１日から
2024年３月31日まで ）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 750,000 19,032 △2,987,480 △31,880 △2,250,328

当 期 変 動 額

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

92,571 92,571

土地再評価差額金の取崩 18,007 18,007

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 110,579 － 110,579

当 期 末 残 高 750,000 19,032 △2,876,900 △31,880 △2,139,748

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主
持 分

純資産合計
その他有価証券
評 価 差 額 金

土 地 再 評 価
差 額 金

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 242,236 7,044,060 △16,805 7,269,491 11,141 5,030,305

当 期 変 動 額

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

92,571

土地再評価差額金の取崩 18,007

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

△202,961 △18,007 9,562 △211,406 △49 △211,456

当 期 変 動 額 合 計 △202,961 △18,007 9,562 △211,406 △49 △100,876

当 期 末 残 高 39,275 7,026,052 △7,242 7,058,085 11,092 4,929,428

連結株主資本等変動計算書

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結注記表
Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数　　　　　　　4社

連結子会社の名称
宝登興業株式会社
株式会社秩鉄商事
株式会社秩父建設
秩父鉄道観光バス株式会社

　なお、当社の連結子会社でありました秩父観光興業株式会社は、2023年10月１日付で連結子会社である
秩父鉄道観光バス株式会社を存続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しており
ます。

(2) 非連結子会社の名称等
非連結子会社
秩父観光株式会社
株式会社長瀞不動寺奉賛会

（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社は、いずれも小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであり
ます。

２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない非連結子会社（秩父観光株式会社・株式会社長瀞不動寺奉賛会）は、当期純損
益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計
算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外して
おります。

３．会計方針に関する事項
(1) 資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）によっております。

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法

分譲土地建物　　　　個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの
方法により算定）

商　　　  品　　　　主として総平均法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下による簿
価切下げの方法により算定）

貯 蔵 品　　　　移動平均法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下
げの方法により算定）

－ 5 －



2024/05/28 18:56:18 / 24110405_秩父鉄道株式会社_招集通知

連結注記表

(2) 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

主として定率法によっておりますが、当社の鉄道事業固定資産の構築物の一部（取替資産）につい
ては取替法により、当社の不動産事業及び一部の連結子会社に係る有形固定資産、1998年４月１日以
後に取得した建物(附属設備は除く）並びに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物
は定額法によっております。

②　無形固定資産

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づいております。

(3) 引当金の計上基準
①　貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
検討して計上しております。

②　賞与引当金

従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額を計上しております。
③　特別修繕引当金

鉄道に関する技術上の基準を定める省令（平成13年12月25日国土交通省令第151号）第90条の定め
による蒸気機関車の全般検査費用に備えるため、当該検査費用の支出見込額のうち当連結会計年度負
担額を計上しております。

④　資産撤去引当金

将来発生が見込まれる固定資産の撤去費用に備えるため、連結会計年度末における費用見込額を計
上しております。なお、対象となる工事が完了したため、当連結会計年度末をもって当該引当金の全
額を取崩しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

顧客との契約から生じる収益に関する計上基準
①　鉄道事業

鉄道事業では、主に鉄道による旅客運輸サービスを提供しており、定期収入は、定期券の有効期間
にわたって履行義務が充足されるものとして、一定の期間にわたり収益を認識しております。定期外
収入は、乗車券の利用日に履行義務が充足されるものとして、一時点で収益を認識しております。

②　不動産事業
不動産事業では、主にオフィスビル等の貸付業を行っており、これらの不動産賃貸による収益は、

「リース取引に関する会計基準」等に従い、賃貸借契約期間にわたって計上しております。
③　観光事業

観光事業では、主に遊船事業を展開しており、遊船運賃は乗船日に履行義務が充足されるものとし
て、一時点で収益を認識しております。

④　卸売・小売業
卸売・小売業では、主に卸 販売等を展開しております。顧客に対して商品を引き渡す履行義務を

負っており、当該履行義務は、商品の引渡時点で充足されます。
⑤　その他事業

その他事業では、主にバス事業を展開しております。旅客運輸サービスを提供しており、乗車日に
履行義務が充足されるものとして、一時点で収益を認識しております。
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(5) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
①　工事負担金等の処理

鉄道事業における諸施設の工事等を行うにあたり、当社は国又は地方公共団体等より工事費の一部
として補助金及び工事負担金（以下「工事負担金等」という）を受けております。
これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原価か

ら直接減額して計上しております。
なお、連結損益計算書においては、工事負担金等の受入額を特別利益に計上するとともに、固定資

産の取得原価から直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上しております。
②　退職給付に係る会計処理の方法

・退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、給付算定式基準によっております。

・数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理
しております。

４．連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

５．会計上の見積りに関する注記
（固定資産の減損）
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

減損損失 502,532千円
有形及び無形固定資産 14,445,437千円

(2) 会計上の見積りの内容の理解に資するその他の情報
当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小の単位として、主として事業セグメントを基礎

として資産をグルーピングしております。また、共用資産については、共用資産を含む、より大きな単
位でグルーピングを行っております。
固定資産のうち、資産又は資産グループについて、減損の兆候があると認められる場合には、資産の

グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額とを比較することによって、減
損損失の認識の要否を判定します。判定の結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下
回り減損損失の認識が必要と判断された場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、帳簿価額の減少額
は減損損失として計上します。
当該資産の回収可能価額は、正味売却価額又は使用価値により測定しております。正味売却価額につ

いては、外部専門家による不動産の評価結果等を基礎とした時価から処分費用見込額を控除して算定
し、また、使用価値については、将来キャッシュ・フローに基づく評価額がマイナスである場合は零と
して算定しております。
その結果、当連結会計年度は、秩父鉄道株式会社の鉄道事業、不動産事業、観光事業及び連結子会社

の秩父鉄道観光バス株式会社において減損損失を計上しました。なお、回収可能価額は全て正味売却価
額で算定しております。
将来キャッシュ・フローの見積りは、過年度実績や外部環境及び内部環境を考慮して作成した中期の
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事業計画を基礎として行っております。なお、将来キャッシュ・フローの算定等に用いた仮定や時価及
び処分費用見込額に大幅な変更が生じた場合には、翌連結会計年度の財務状態及び経営環境に影響を及
ぼす可能性があります。

Ⅱ．連結貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産並びに担保付債務
(1) 担保に供している資産

　建物及び構築物 2,127,878千円
　機械装置及び運搬具 77,042千円
　土地 8,395,157千円
　その他の有形固定資産 3,699千円
　　　合計 10,603,777千円

(2) 担保付債務

　短期借入金 380,000千円
　1年内返済予定の長期借入金　　　　　 627,857千円
　長期借入金 2,361,466千円
　　　合計 3,369,323千円

２．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　         　 14,941,125千円

３．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布　法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行
い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の
部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日　　　　2000年３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布　政令第119号）第２条第３号に定める固

定資産税評価額に合理的な調整を行って算出しております。
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額と当該事業用土地の

再評価後の帳簿価額の合計額との差額　　　 　　　　　　126,548千円

４．受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は、それぞれ以
下のとおりであります。
顧客との契約から生じた債権　　　　　　　　        　　 329,657千円
契約資産                                                   － 千円
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用途 場所 種類 金額（千円）

鉄道事業用資産 埼玉県熊谷市　他 建物及び構築物等 152,033

不動産事業用資産 埼玉県大里郡寄居町 建物 308,819

観光事業用資産 埼玉県秩父郡長瀞町 土地
建物等

26,067
6,188

バス事業用資産 埼玉県熊谷市　他 建物等 9,422

合　計 502,532

Ⅲ．連結損益計算書に関する注記
（減損損失）

当社グループは当連結会計年度において以下のとおり減損損失を計上しました。
(1) 減損損失を認識した資産及び金額

(2) 減損損失の認識に至った経緯
当初想定していた収益が見込めなくなったこと等により減損損失を認識しました。

(3) 資産のグルーピングの方法
当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小の単位として、主として事業セグメントを基礎

として資産をグルーピングしております。
(4) 回収可能価額の算定方法

減損に至った資産の回収可能価額は全て正味売却価額により測定しております。
正味売却価額は外部専門家による不動産の評価結果等を基礎とした時価から処分費用見込額を控除し

て算定しております。

Ⅳ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数      普通株式      1,500,000株

Ⅴ．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社及び当社の連結子会社は、資金運用については短期的な預金等に限定しており、資金調達につい
ては、主に銀行借入によっております。なお、デリバティブ取引は行っておりません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

投資有価証券は、市場価格の変動リスクにさらされております。
借入金は、想定外の事由によるフリー・キャッシュ・フローの減少に伴い、支払期日に支払いを実行

できなくなるリスクにさらされております。
(3) 金融商品に係るリスク管理体制

当社及び当社の連結子会社は、借入金等に関する将来の市場価格の変動に係るリスクを回避する目的
で固定金利を利用しております。
投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期毎に時価の把握を行っております。

２．金融商品の時価等に関する事項

2024年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額27,223千円）は、「その他有価証券」には含
めておりません。

また、現金は注記を省略しており、預金、売掛金、支払手形及び買掛金、短期借入金は短期で決済され
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連結貸借対照表計
上額（※）

時価（※） 差額

（1）投資有価証券

　　　その他有価証券 72,018 72,018 －

（2）長期借入金 (4,750,554) (4,694,221) 56,332

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券 72,018 － － 72,018

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 4,694,221 － 4,694,221

るため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。
（単位：千円）

(※)　負債に計上されているものについては（　）で示しております。

(※)　長期借入金には１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ

ベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定し

た時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
(1) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

     （単位：千円）

(2) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

     （単位：千円）

(注)時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その

時価をレベル１の時価に分類しております。
長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて
算定しており、レベル２の時価に分類しております。

－ 10 －



2024/05/28 18:56:18 / 24110405_秩父鉄道株式会社_招集通知

連結注記表

報告セグメント
その他
（注１）

合計

鉄道事業 不動産事業 観光事業
卸売・
小売業

計

旅客収入
貨物収入
不動産収入
観光収入
卸売・小売収入
その他

1,734,934
1,239,812

－
－
－

232,807

－
－

105,547
－
－
－

－
－
－

420,005
－
－

－
－
－
－

570,354
－

1,734,934
1,239,812
105,547
420,005
570,354
232,807

239,488
－
－
－
－

120,470

1,974,423
1,239,812
105,547
420,005
570,354
353,277

顧客との契約か
ら生じる収益

3,207,554 105,547 420,005 570,354 4,303,462 359,959 4,663,421

その他の収益
（注２)

－ 249,644 － － 249,644 － 249,644

外部顧客への売
上高

3,207,554 355,192 420,005 570,354 4,553,107 359,959 4,913,066

当連結会計年度（千円）

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 298,190

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 329,657

契約負債（期首残高） 78,194

契約負債（期末残高） 88,502

Ⅵ．収益認識に関する注記
１．収益の分解情報　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

(注1) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、バス事業、建設・電気工事及び
旅行業を含んでおります。

(注2) 「その他の収益」には、「リース取引に関する会計基準」等に基づく不動産賃貸収入が含まれておりま
す。

２．収益を理解するための基礎となる情報

「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記
載のとおりであります。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

(1) 契約資産及び契約負債の残高等

契約負債は主に鉄道事業における顧客から受領した有効期間前の前受運賃となります。契約負債は、
収益の認識に伴い取り崩されます。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格
当社グループにおいて契約期間が1年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、記載

を省略しております。
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連結貸借対照表計上額 時価

2,579,619 2,979,313

Ⅶ．賃貸等不動産に関する注記
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の子会社では、埼玉県内において、賃貸用施設（土地を含む）を有しております。

２．賃貸等不動産の時価等に関する事項

（単位：千円）

(注1) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
(注2) 当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価に

基づく金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）、その他の物件については一定の評価
額等に基づいて自社で算定した金額であります。

Ⅷ．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額　　　　　　　　　　　　　　　3,310円87銭
１株当たり当期純利益　　 　　　　　　　　　　　　　62円32銭

Ⅸ．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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（ 2023年４月１日から
2024年３月31日まで ）

（単位：千円）

株主資本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金
合 計

諸井恒平氏
記 念
資 金

頌 徳 会
基 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 750,000 14,106 55 14,162 175,113 5,100 5,000 △3,259,729 △3,074,516
当 期 変 動 額
当 期 純 利 益 45,451 45,451
土地再評価差額金の取崩 18,007 18,007
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － － － 63,458 63,458
当 期 末 残 高 750,000 14,106 55 14,162 175,113 5,100 5,000 △3,196,270 △3,011,057

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自 己 株 式 株主資本合計
その他有価証券
評 価 差 額 金

土地再評価
差 額 金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △31,880 △2,342,234 226,846 7,050,427 7,277,274 4,935,040

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 45,451 45,451

土地再評価差額金の取崩 18,007 18,007
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

△212,119 △18,007 △230,127 △230,127

当 期 変 動 額 合 計 － 63,458 △212,119 △18,007 △230,127 △166,668

当 期 末 残 高 △31,880 △2,278,775 14,727 7,032,420 7,047,147 4,768,372

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

株主資本等変動計算書
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個別注記表
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
①　子会社株式

移動平均法による原価法
②　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

分譲土地建物　　　　 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法
により算定）

商　　　  品　　　　 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方
法により算定）

貯 蔵 品　　     移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの
方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産

不動産事業有形固定資産　　　　定　額　法
その他の有形固定資産　　　　定　率　法
ただし、鉄道事業固定資産の構築物の一部（取替資産）については取替法により、1998年４月１日

以後に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築
物は定額法によっております。

(2) 無形固定資産

　定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づいております。

３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

　一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
検討して計上しております。

(2) 賞与引当金

　従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額を計上しております。
(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上してお
ります。

・退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、給付算定式基準によっております。
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・数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しており
ます。

・未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異なります。
(4) 特別修繕引当金

　鉄道に関する技術上の基準を定める省令（平成13年12月25日国土交通省令第151号）第90条の定め
による蒸気機関車の全般検査費用に備えるため、当該検査費用の支出見込額のうち当事業年度負担額
を計上しております。

(5) 関係会社事業損失引当金

関係会社の事業に伴う損失に備えるため、関係会社の財政状態等を勘案し、債務超過額のうち、当
該関係会社に対して計上している貸倒引当金を超過する金額について計上しております。

(6) 資産撤去引当金
　将来発生が見込まれる固定資産の撤去費用に備えるため、事業年度末における費用見込額を計上し
ております。なお、対象となる工事が完了したため、当事業年度末をもって当該引当金の全額を取崩
しております。

４. 収益及び費用の計上基準
(1) 鉄道事業

　鉄道事業では、主に鉄道による旅客運輸サービスを提供しており、定期収入は、定期券の有効期間
にわたって履行義務が充足されるものとして、一定の期間にわたり収益を認識しております。定期外
収入は、乗車券の利用日に履行義務が充足されるものとして、一時点で収益を認識しております。

(2) 不動産事業
　不動産事業では、主にオフィスビル等の貸付業を行っており、これらの不動産賃貸による収益は、
「リース取引に関する会計基準」等に従い、賃貸借契約期間にわたって計上しております。

(3) 観光事業
　観光事業では、主に遊船事業を展開しており、遊船運賃は乗船日に履行義務が充足されるものとし
て、一時点で収益を認識しております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
工事負担金等の処理
　鉄道事業における諸施設の工事等を行うにあたり、当社は国又は地方公共団体等より工事費の一部
として補助金及び工事負担金（以下「工事負担金等」という）を受けております。
これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原価か

ら直接減額して計上しております。
なお、損益計算書においては、工事負担金等の受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の

取得原価から直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上しております。

６．会計上の見積りに関する注記
（固定資産の減損）
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

減損損失 493,109千円
　　　有形及び無形固定資産 14,289,859千円
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(2) 会計上の見積りの内容の理解に資するその他の情報
　「連結注記表」の「会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略
しております。

Ⅱ．貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産並びに担保付債務

(1)担保に供している資産
　　　　　鉄道事業固定資産 9,126,421千円
　　　　　不動産事業固定資産 9,139千円
　　　　　各事業関連固定資産 192,605千円
　　　　　　　　　合計 9,328,166千円

(2)担保付債務
　　　　　短期借入金 380,000千円
　　　　　1年内返済予定の長期借入金 611,300千円
　　　　　長期借入金 2,351,520千円
　　　　　秩父鉄道観光バス株式会社借入金 26,503千円
　　　　　　　　　合計 3,369,323千円

２．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　　　   　　　　14,298,685千円

３．事業用固定資産

　　　　　土地 10,990,802千円
　　　　　建物 660,637千円
　　　　　構築物 2,278,759千円
　　　　　車両 192,717千円
　　　　　機械装置  80,784千円
          その他の有形固定資産 86,679千円
　　　　　無形固定資産  2,679千円

４．固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等の累計額

18,794,070千円

５．関係会社に対する金銭債権債務

　　　　　短期金銭債権 156,493千円
　　　　　長期金銭債権 26,405千円
　　　　　短期金銭債務 137,285千円

６．取締役等との間の取引による金銭債権及び金銭債務

　　　該当事項はありません。
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７．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布　法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行
い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の
部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日　　　　　　　　　　2000年３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布　政令第119号）第２条第３号に定める固

定資産税評価額に合理的な調整を行って算出しております。
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額と当該事業用土地の

再評価後の帳簿価額の合計額との差額　　　　　　　　　　　　　　　　　135,703千円

Ⅲ．損益計算書に関する注記
１．営業収益 3,802,784千円
２．営業費 3,786,314千円

３．営業費の内訳

運送営業費及び売上原価 2,658,165千円
販売費及び一般管理費 642,472千円
諸税 238,838千円
減価償却費 246,837千円

４．関係会社との取引高

営業収益　 1,300,809千円
　　　　営業費用 534,943千円

営業取引以外の取引による取引高の総額 109,489千円

５．事業譲渡益

当社の保険業をジェイアンドエス保険サービス(株)へ譲渡したことによるものです。

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数　　普通株式     14,487株

Ⅴ．税効果会計に関する注記
繰延税金資産の主な発生の内容は、退職給付引当金、税務上の繰越欠損金及び減損損失であります。
なお、評価性引当額は2,348,508千円であります。
また、繰延税金負債の主な内容は、土地再評価差額金及びその他有価証券評価差額金であります。
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種類 会社名
議決権等の

所有（被所有）
割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（注1）

科目
期末残高
（注1）

その他の
関係会社

太平洋
セメント㈱

被所有
直接33.9%
間接15.6%

役員の受入

同社の原料
の輸送及び
設備保守等
（注2）

1,265,735 未収運賃 147,605

Ⅵ．関連当事者との取引に関する注記
１．親会社及び法人主要株主等

（単位：千円）

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注1) 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
(注2) 取引条件及び取引条件の決定方針等

当社提示の単価をもとに一般的取引条件と同様に決定しております。

Ⅶ．収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

Ⅷ．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額                    3,209円92銭
１株当たり当期純利益                     30円60銭

Ⅸ．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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